
1．研究背景

　復興庁の調査によれば注 1）、2018 年 5 月段階の東日本大

震災の避難者数は約 6.5 万人で、震災直後の 2011 年 3 月

14 日時点の約 47 万人から 7 分の 1 以下まで減少した。そ

れに伴い、被災者の復興ステージはすでに応急仮設住宅（以

下、仮設住宅）から災害公営住宅や防災集団移転、自力で

の自宅再建等へと移行している。2018 年 3 月末時点での被

災地全体での災害公営住宅の整備率は 96％、防災集団移転

促進事業（以下、防集事業）の完了率も 97％に達している。

　一方、岩手、宮城、福島の３県の仮設住宅では被災後か

ら 2016 年末までに 243 人の孤独死が報告され（河北新報

2017 年 3 月 4 日）、仮設後に移り住んだ災害公営住宅にお

いても 2013 年以降 2018 年１月末までに少なくとも 98 人

の孤独死が確認されており、そのうち 60 歳以上が 84 人と

全体の 8 割以上を占めている注2）。このように、仮設後の復

興過程においても、依然として高齢者の孤立化防止が喫緊

の課題となっていると言えよう。

　こうした問題はすでに阪神・淡路大震災において指摘さ

れており、建築分野でも災害復興公営住宅における社会的

「孤立化」や「孤独死」と仮設住宅からの移転にともなう

居住環境の変化との関連性が明らかにされている文1)。この

ような阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、震災からの復

興過程におけるコミュニティの維持・形成の必要性が指摘

されている文2)。東日本大震災においても、仮設住宅から復

興公営住宅への移転に際して、仮設住宅のコミュニティを

基盤として移転を行うことが環境移行に伴う負荷を軽減さ

せる可能性が示されている文3)。

　ところが、このように社会的孤立や孤独死の問題が指摘

されている仮設住宅や災害公営住宅に対し、防災集団移転

地については、防集事業自体が被災集落の住民がある程度

まとまって移転することを前提としているため注3）、高齢者

の孤立化を危惧する声はあまり大きくない。建築分野にお

いても、防集事業が災害によって破壊された地域コミュニ

ティの再生や住民参加のまちづくりにつながる可能性が強

調されており文4）、実態面での問題点については必ずしも十

分に明らかにされているとはいいがたい。
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2. 既往研究と本研究の目的

　そうした中で、いち早く新潟県中越地震の被災地におけ

る防集事業の影響を明らかにした青砥らの研究文 5）は、集

落全体でのまとまった形ではなく世帯がスポット的に移転

してしまうことによる近隣関係の弱体化や集落コミュニ 

ティの崩壊の危険性を指摘している。この点は、東日本大

震災における実際の防集事業が必ずしも集落単位でのまと

まった移転ばかりでなく、世帯のスポット的な移転や複数

集落の合同による移転など多様な形態が存在することを考

えると、重要な指摘であると考えられる。また、東日本大

震災の被災地である気仙沼市を対象として、防集事業の地

域的な差異や空間的な特徴を明らかにした石丸らの研究文6）

は、移転元集落の総世帯数のうち防集事業により移転する

世帯の割合を示した移転率が地区により異なること、とり

わけ小規模な地区ほど地域コミュニティ単位でのまとまっ

た移転につながりやすいことを指摘している。これらのほ

かにも、防集事業の計画策定に関わる住民と行政との関係

を検討した森らの研究文 7) や、漁村小集落における被災世

帯の居住地再建意向と防集団地の立地特性を明らかにした

山中らの研究文 8）などが東日本大震災の被災地における防

集事業をとりあげている。全体として、防集事業そのもの

の実施状況や計画プロセス、その空間的特徴に関わる研究

が多く、防災集団移転地におけるコミュニティの継続性や

高齢者の生活状況に言及した研究はあまりみられない。

　これら既往の研究から、防集事業の実態は地域的に多様

であり、必ずしもすべてが集落でまとまって移転している

わけではないということ、こうした多様性の背景には防集

事業の計画策定および実施の段階でのさまざまな要因が影

響していることが明らかとなった。言い換えれば、防災集

団移転地においても移転プロセスや住民意向の違い等の諸

条件によって近隣関係やコミュニティの維持・形成の状況

には大きな違いがあること、そしてそれらが十分に機能し

ていない場合には仮設住宅や災害公営住宅と同様に高齢者

の孤立化の危険がともなうことが推察される。

　これらをふまえて、本研究では岩手県大船渡市を事例と

して、コミュニティの維持・形成の状況が異なる２つの防

災集団移転地をとりあげて、仮設住宅から防災集団移転地

への移転が高齢者の交流関係や生活状況にどのような影響

を与えたのか、高齢者の孤立化を防ぐためにどのような支

援が求められているのかを明らかにすることを通じて、防

災集団移転地における高齢者の孤立化を防止するための基

礎的な知見を得ることを目的とする。

　筆者らはこれまで岩手県大船渡市の仮設住宅を対象とし

て高齢者の孤立化防止に関する研究を行ってきた文 9）。大

船渡市は 2011 年 9 月より仮設住宅支援員 ( 以下、支援員 )

制度を導入し注4)、仮設住宅でのコミュニティ作りや仮設住

民の困りごとの把握等のコミュニティ支援にいち早く取り

組んできた文 10）。また、2012 年 6 月からは ｢ 高齢者サポー

ト拠点 ｣注 5) を市内 4 カ所に設置し、仮設住宅の高齢者や

障がい者等に介護サービスや生活支援を提供してきた。こ

のような支援員制度と高齢者サポート拠点は仮設後の災害

公営住宅や防災集団移転地においても継続的な利用が期待

されており、大船渡市は被災地における高齢者支援のあり

方について考えるうえで先駆的な事例と位置付けられる。

3. 研究対象と調査方法

　大船渡市内には 2017 年 4 月の時点で 6 地区 17 箇所の防

災集団移転地があり、それらの多くは沿岸部の農漁村地区

に隣接する高台に設けられていた。筆者らはそれら 17 箇

所すべての防災集団移転地において聞き取り調査注 6) を行

い、それぞれの概要を把握した後、R 地区にある J、K の 2

つの防災集団移転地（以下、J 高台、K 高台）を対象とす

ることとした。これら 2 つの防災集団移転地は 17 箇所の

移転地の中でも最も早期（2015 年 2 月および 3 月）に移転

を完了し、本調査の時点ですでに 2 年以上が経過して高台

生活も安定していたこと、および同じ地区にありながら対

照的なコミュニティの維持・形成状況を有していたことか

ら、本研究の対象としてふさわしいと判断した。

　J高台とK高台はどちらも同市内のR地区に位置し（図1）、

津波により被災した元の A,B,C,D,E 集落の住民が集団移転

したものである。表 1 に示すように、J高台の戸数は 23 戸、

K 高台は 12 戸で、どちらも震災から 4 年後の 2015 年 2 月

及び 3 月に入居を開始した。しかしながら、この 2 つの防

図 1　調査対象の防災集団移転地の位置



災集団移転地の特徴は表1に示されるように大きく異なる。

K 高台は全員が元の A 集落の住民であるのに対し、J 高台

の住民はB,C,D,Eの 4集落の住民によって構成されている。

K 高台はその造成地内に公民館が建設され、元の A 集落の

自治会がそのまま継承されているのに対し、J 高台は公民

館も建設されておらず、自治会も組織されていない。コミ

ュニティの交流状況については、K 高台では仮設住宅から

の知り合いが多く、近隣の住民同士の交流も活発であるの

に対し、J 高台では仮設住宅からの知り合いもいるが、お

互いに知らない人も多く、隣近所での交流はあまりできて

いない。また、J 高台の高齢者の一部は J 高台から 16km ほ

ど離れた S 地区に位置する S 高齢者サポート拠点をしばし

ば利用しているが、K高台の高齢者は全く利用していない。

　本研究ではこのように J 高台と K 高台の 2 つの防災集団

移転地を対象として、移転の経緯や地域活動の内容、外出

行動、交友関係などについてアンケート調査を行い、それ

ぞれのコミュニティの活動状況と高齢者の生活状況を把握

した ( 表 2)。また、このアンケート調査でインタビュー調

査の了承が得られた 17 人 (J 高台 10 人、K 高台 7 人 ) にイ

ンタビュー調査を行い、外出行動や交流状況、趣味活動、

施設の利用状況等を明らかにした ( 表 3)。また、J 高台と

K 高台を巡回訪問して高齢者の支援を行っている S 地区の

S 高齢者サポート拠点の職員に対してもヒアリングを行い、

運営実態や支援対象者との具体的な関わり方を明らかにし

た。なお、アンケート回答者のうち 65 歳以上の高齢者を

含む世帯について、家族構成別の世帯数を表 4に示した。

4. 元の集落から防災集団移転地への移転プロセス

　震災前の A 〜 E の各集落は同じ R 地区に位置するとは

いえ、集落間で日常的に交流があったわけではなく、お

互いに全く面識がない住民も多かった。2011 年 3 月の被

災後は約２ヶ月間の避難所暮らしを経て、同年 5 月から

A,B,C,D,E 集落の被災した住民の多くが R 仮設住宅に入居

した（図 2）。その際、抽選によって入居する住戸が決めら

れたため、仮設住宅内での住戸の配置は元の集落の人間関

係とは無関係に決められていった。

　その後、2015 年 2 月に元の A 集落の住民がまとまって現

在の K 高台に集団移転をおこなった。東北被災地の多くの

図 2　元の集落から防災集団移転地への移転プロセス

属性 　性別・年齢・就労状況・同居人構成・ご家族

高台移転 　移転時期・移転先の希望・建築費・補助金・交流

話し合い 　できているか・情報や支援

地域公民館 　公民館の有無・利用・イベント参加

集会所について 　集まる場所が必要か・利用・以前の仮設住宅集会所に通うことはあるか

自治会活動 　自治会への参加・活動内容

支援員 　相談相手・支援員は必要か

行政の対応 　満足しているか・改善

移転することについて 　強制的な移転・他の移転・当初との変更・不安・公営住宅

外出・趣味習い事 　外出先・移動方法・目的・付き添い・頻度・趣味

交友関係 　交友関係の増減・高台住宅内外での交流

移動販売 　利用したいか・利用時間・場所・改善してほしいこと

高台住宅 　知人と入居希望の有無・関係・入れたか・変化の有無

高齢者サポート拠点 　利用頻度・役割・満足・改善・イベント・望むサービス・必要性・ 利用希望

全

体

65

歳

以
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調査項目

表 2　アンケート調査の概要
表 3　インタビュー調査の概要

表 4　65 歳以上の高齢者を含む世帯の
　　家族構成別の世帯数

表 1　各防災集団移転地の概要

Google mapGoogle map

夫婦 子供と 高齢者

のみ 同居 世帯計

K高台 0 1 7 0 8

J高台 2 4 6 1 13

単身 無回答高台

アンケート調査による

対象地 岩手県大船渡市

配布・回収 対象災害公営住宅へ留め置き調査　後日に調査員が訪問して回収（場合によって記入補助）

調査時期 2017年8月15日～2017年11月13日

世帯戸数 J高台：23戸　K高台：12戸

回収率 J高台：65％ (15戸)  K高台：75％ (9戸)

対象地 岩手県大船渡市

調査方法 対象高台住宅住民へのインタビュー

調査時期 2017年8月15日～2017年11月13日

調査対象者 J高台：10　K高台：7

インタビュー項目

・昨年、今年の外出・交流について

・昨年、今年の趣味活動について

・集会所の利用について

・高齢者サポート拠点について

・今後の移転について

地区

対象高台 Ｊ高台 Ｋ高台

配置図

世帯数 23戸 12戸

入居 2015年3月 2015年2月

公民館 なし あり(高台住宅内)

自治会
なし あり

(以前の自治会を継続)

入居者の出身
集落別世帯数

Ｂ(5戸),Ｃ(2戸),
Ｄ(5戸),Ｅ(11戸)

Ａ(12戸)

現在のコミュ
ニティの状態

仮設住宅からの知り合
いはいるが、各戸の宅
地を抽選で決めたため
隣は知らない人も多
く、隣近所での交流は
あまりできていない。

仮設住宅からの知り合
いが多く、近隣の住民
同士での交流も活発で
ある。

高齢者サポー
ト拠点の利用

一部の住民の利用あり なし

Ｒ地区



防災集団移転地においてはさまざまな事情から移転先の用

地取得が困難となり、実際の移転が遅れることが多かった

が、K 高台に移転した A 集落の場合は、同集落の住民の 1

人が集落に隣接する高台の所有地を率先して提供したこと

で用地取得がスムーズに進み、住民自身が積極的に話し合

いを重ね、高台における住宅の割り当て等についての住民

間の意思疎通も円滑に行われたことから、比較的早い時期

に集落がまとまって移転することが可能となった。インタ

ビューにおいても、K 高台の住民からは「（地主である）○

○さんのおかげで、みんなでまとまって移転することがで

きた」という声が多く聞かれた。

　一方、J 高台の場合は、当初 B,C,D,E の各集落は A 集落

と同様にそれぞれの集落ごとに別々の高台への集団移転を

希望していたが、元の集落近くに用地がみつからなかった、

ある程度の面積が確保できなかった、地権者との交渉がう

まくいかなかった等の理由から移転先の用地取得の目処が

立たず、集団移転の計画は進まなかった。集団移転の見通

しがたたない中で、集団移転をあきらめて自力再建した自

宅や災害公営住宅への移転を決める世帯も続出し、集団移

転への参加者は次第に減少していった。移転対象集落の中

には集団移転への参加戸数が防集事業の実施基準である 5

戸を下回る集落もでてきて、個別集落による集団移転はさ

らに困難な状況となった。その結果、各集落の集団移転希

望者は個別集落での集団移転を断念し、B,C,D,E の 4 集落

での集団移転を模索することとなった。そうした中で、元

の集落からは少し離れた高台に法人が所有するまとまった

面積の土地への 4 集落での集団移転を大船渡市からすすめ

られたことで、B,C,D,E の 4 集落は一緒に集団移転を行う

こととなった。しかしながら、この 4 集落はもともと別々

の集落であり地理的にも離れていたため、一堂に会して話

し合う機会も少なく、4 集落の移転希望者の間に積極的な

交流が生み出されることはなかった。また、J 高台での住

宅の割り当ては仮設住宅と同様に抽選で行われたため、高

台内での元の集落の近隣関係も失われることとなった。

　これらの結果、K 高台では自治会が組織され、公民館も

建設され、活発なコミュニティ活動が展開されているのに

対し、J 高台では自治会も公民館もなく、コミュニティ活

動の乏しい状況がみられるようになったと考えられる。こ

のように、元の集落から防災集団移転地への移転プロセス

の違いが、J,K 高台の現在のコミュニティの維持・形成状

況に深く関連していると考えられる。

5. 防災集団移転地における交流関係

　J,K 高台の住民に行ったアンケート調査において、それ

ぞれの高台における交流関係の有無を尋ねたところ（図 3）、

J高台では男女ともに交流関係が「頻繁にある」および「少

しある」の割合は半数にとどまったのに対し、K 高台では

その割合は男性で67％、女性では100％に達した。また、「友

人」と呼べる人の有無を尋ねたところ（図 4）、J 高台では

男女ともに「いる」と回答した人がいなかったのに対し、

K高台では反対に男女問わずすべてが「いる」と回答した。

図 3　高台内での交流関係の有無

図 5　高台内での交流の頻度（挨拶・用事）

図 4　高台内での友人の有無
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また、交流関係の具体的な内容を ｢挨拶・用事 ｣ と ｢ 近所

での立ち話・行き来」に分けて頻度を尋ねたところ (図 5）、

「挨拶・用事」の場合、男性においては J,K 高台ともに 6,7

割の回答者が「よくする」と回答しているが、女性におい

ては K高台の回答者すべてが「よくする」と回答している。

また、「近所での立ち話・行き来」については、男女と

もに J 高台において「ほとんどしない」の割合が 25％程

度みられ、近隣の交流関係はやはり K高台において活発で

あることがわかる（図 6）。前掲の表 4 に示されるように、

K 高台では子供世代と同居する高齢者が 8 割以上を占める

のに対し、J 高台は単身および夫婦のみの高齢者世帯が約

半数を占める。家族の支援があまり期待できない J高台に

おいて友人や近隣の交流関係が乏しいことは、孤立化の危

険をさらに高めるおそれがあると言えよう。

6. コミュニティ活動への参加状況

　次に J,K 高台の住民のコミュニティ活動への参加状況を

知るために、まず「現在、住民同士で集まっている場所

はあるか」と尋ねたところ、K 高台では高齢者も含めて 8

割近くの住民が集まる場を有しているのに対し、J 高台は

高齢者の 3,4 割ほどしか集まる場を有していない（図 7）。

さらにこれらの「集まる場」がどこなのかを具体的に尋ね

たところ（図 8）、K 高台では大半の人が「地区公民館」を

あげていた。前述のように、K 高台には公民館が設置され

ており、ここが住民の集う場となっていることがわかる。

また、K 高台には公民館とは別に集会所も設置されており

（図 8 では K 高台の「その他」に該当する）、一部の後期高

齢者は毎日のようにこの集会所に通っておしゃべりなどを

している。一方、J 高台には公民館は設置されていないが、

図 8 を見ると J 高台の高齢者のうち 20 〜 30％の人が「地

区公民館」を集まる場としてあげている。これは J 高台か

ら坂道を下り徒歩 30 〜 40 分（帰りは登りになるので徒歩

1 時間ほどかかる）ほどの所にある M 地区の公民館を指し

ている。J 高台は行政区としては M 地区に含まれるため、M

地区の公民館は年に数回ほど敬老会などのイベントを行う

際に J高台の高齢者にも参加を呼びかけており注7)、これに

J 高台の高齢者が何人か参加している。しかし J 高台の住

民は M 地区の自治会には加入しておらず、公民館も日常的

に J高台の高齢者が集まる場となっているわけではない。

　また、「現在、自治会活動に参加しているか」と尋ねた

ところ（図 9）、K 高台は高齢者も含めてほぼ半数の人々が

何らかの活動に参加していることがわかる。具体的には、

狭義の自治会活動のほか、A集落の郷土芸能である「権現舞」

と呼ばれる巨大な獅子舞の練習や祭りの準備などに多くの

住民が参加しており、K 高台の集会所にはこれらの祭りで

用いる太鼓やその他の道具も保管されている。一方、図 9

を見ると J 高台でも 3 割前後の住民が自治会活動に参加し
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ていることがわかるが、これは前述の近隣 M 地区で行われ

るイベントにときおりJ高台の住民が参加するものであり、

J高台で行われる地域活動ではない。

　このように、コミュニティ活動への参加状況をみても、

さまざまな地域活動に活発に参加しているK高台の住民と、

そのような地域活動が行われておらず、近隣の地区で行わ

れている地域活動に部分的に参加するだけの J 高台の住民

という対比がみられる。

7. 高台の生活への満足度と交流関係への不満

　次に現在住んでいる高台での生活が暮らしやすいか、そ

うでなければどのような点に不満を感じているのかを尋ね

てみた。図 10 に示されるように、K 高台では高齢者も含め

てすべての人が「暮らしやすい」「まあまあ暮らしやすい」

と答えたのに対し、J高台におけるその割合は男性で 63％、

女性では 25％にとどまる。高台での生活への満足度は J 高

台においてかなり低いと言わざるをえない。そこで、どの

ような点で「暮らしにくい」と感じるのか、「暮らしにくい」

と回答した人々に具体的に上げてもらったところ、表 5 に

示されるように、ほとんどが友人の有無や人間関係に関す

るものであった。そこでさらに日常的な交流関係に絞って、

どのような点に不満を感じるかを尋ねたところ、表 6 に示

されるように移転により友人と離れてしまったことや、集

会所や公民館などの交流スペースがないこと、日常的に頼

れる人がいないことなどが特に高齢者を中心に多く挙げら

れた。このような交流関係に関する不安や不満は、公民館

や集会所がなく、地域活動も乏しく、日常的な交流関係も

希薄な J 高台の高齢者にとって深刻な問題となっていると

思われる。

8. 高齢者サポート拠点および支援員の利用

　前掲の表１で示したように、J 高台の高齢者の一部は J

高台から 16km ほど離れた S 高齢者サポート拠点をしばし

ば利用しているが、これは防集事業で J 高台に移転する以

前の R 仮設住宅時代のつながりによるものである。S サポ

ート拠点のスタッフが R 仮設住宅を定期的に訪問して、孤

立しがちな高齢者や身体の不自由な高齢者、認知症の高齢

者等を戸別訪問して声かけを行ったり、S サポート拠点で

行われるイベントへの参加を呼びかけるなど、積極的に働

きかけを行った結果、J 高台に移転した後も何人かの高齢

者は自分で車を運転したり、あるいは家族による送迎で S

サポート拠点まで通っている事例が確認された。K 高台の

高齢者も、R 仮設住宅に住んでいた時は J 高台の高齢者と

同様に S サポート拠点のスタッフによる支援やサービスを

利用していたが、K 高台に移転した後は、K 高台内での自

治会活動やイベントに参加することが増え、次第に S サポ

ート拠点を利用することはなくなっていった。図 11 は J,K

高台の高齢者がこれまでに S サポート拠点を利用した回数

・友人が近くにいない

・仮設住宅時代の友人が同じ高台住宅にいない

・日常のちょっとした手伝い（電球交換や荷下しなど）

を頼める人がいない

・緊急時に助けを呼べる人がいない

表 5　どのような点で暮らしにくいと思うか

（順不同、複数回答あり）

（順不同、複数回答あり）

表 6　日常的な交流関係でどのような点が不満か

・仲の良い友人宅と離れてしまう

・集会所や公民館がなく友人と気軽に話せない

・日常のちょっとした手伝いを頼める人がいない

・困ったときに助けてくれる人がいない

・緊急時に助けを呼べる人がいない

・体調を崩したときに隣人に頼ることができない

・住んだこともない土地に移り住むことになり孤独

・自治会活動にうまく参加できない
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を示したものだが、K 高台の高齢者は高台移転した最初の

頃に数回利用した後は次第に利用しなくなったのに対し、

J 高台の高齢者は移転後も利用を継続し、後期高齢者の中

には 10 回以上も継続的に利用している人々もいる。J 高台

の高齢者で S サポート拠点を利用している人々にサポート

拠点が必要だと思う理由を尋ねたところ、「おしゃべり相

手が欲しい」、「相談相手が欲しい」、「（仮設住宅時代に利

用した）高齢者サポート拠点のサービスがよかったから」

という回答が聞かれた。このように、地域活動や交流関係

が希薄な J 高台に住んでいる高齢者にとって、高齢者サポ

ート拠点は高台移転後も重要な役割を果たしていることが

わかる。

　続いて、R 仮設住宅のときに主に高齢者が利用していた

支援員制度について、J,K 高台の住民にその必要性を尋ね

てみたところ、やはり全体に J 高台の高齢者において「必

要だと思う」と答える人が多く見られた（図 12）。支援員

制度はもともと仮設住宅のコミュニティ作りのお手伝い

や、仮設住民の生活支援を目的に導入されたものであるが、

孤立しがちな高齢者への声かけや、高齢者の日常生活のお

手伝いを行うなど、仮設住宅の高齢者支援にかかせない役

割を果たしている場合も多かった。仮設住宅の閉鎖後は支

援員は「コミュニティサポーター」として、災害公営住宅

を巡回してコミュニティづくりのお手伝いや生活支援を行

うようになった。こうした支援を防災集団移転地において

も提供して欲しいという要望が、J 高台の高齢者からは多

く聞かれた。支援員に対して期待する役割を J 高台の高齢

者に尋ねたところ、「相談に乗ってくれる」、「おしゃべり

相手になってくれる」、「（自分たちのことを）気にかけて

くれる」など、前述の高齢者サポート拠点が必要だと思う

理由と同様な回答が得られた。また、「イベントの情報を

知らせてくれる」、「行政の情報や、やり取りの仕方を教え

てくれる」、「困っていることを行政に伝えてくれる」など

情報提供や行政と住民とのパイプ役としての役割を期待し

ている意見も聞かれた。

　以上の結果から、主に仮設住宅での支援の提供を目的と

していた高齢者サポート拠点や支援員制度であるが、とり

わけコミュニティが十分に機能しておらず、交流関係が希

薄な J 高台のような防災集団移転地においては依然として

高いニーズが存在していることが明らかとなった。

8. まとめ

　本研究では、岩手県大船渡市の 2 つの防災集団移転地を

対象として、仮設住宅から防災集団移転地への移転プロセ

スがコミュニティの活動状況や高齢者の交流関係にどのよ

うな影響を与えたのか、また高齢者自身がそうした状況を

どのようにとらえ、どのようなニーズや希望を有している

のかを明らかにすることを通じて、防災集団移転地におけ

る高齢者の孤立化を防止するためにどのような支援が求め

られるのかを検討してきた。その結果、以下の諸点が明ら

かになった。

　1）被災前の集落（A,B,C,D,E）から仮設住宅を経て、防

災集団移転地（J,K 高台）へと至る移転のプロセスにおい

て、A 集落は地主である住民が土地を提供したことで用地

取得がスムーズに進み、住民間の話し合いも活発に行われ、

比較的早い時期に集落がまとまって K 高台に移転すること

が可能となった。一方、B 〜 E 集落は当初個々の集落単位

での防災集団移転を考えていたが、用地取得がうまくいか

ず、集団移転の参加者も次第に減少したため、結果的に集

落単位での集団移転は断念せざるをえず、最終的に大船渡

市が斡旋する土地（J 高台）に 4 集落の合同で移転するこ

ととなった。しかしながら、その過程で 4 集落の間での積

極的な話し合いや交流はあまり行われなかった。その結果、

K 高台では自治会が組織され、公民館も建設され、活発な

コミュニティ活動が展開されているのに対し、J 高台では

自治会も公民館もなく、コミュニティ活動の乏しい状況が

みられるようになったと考えられる。

　2）J,K 高台の住民に行ったアンケート調査より、交流関

係や友人の有無、交流の頻度のいずれにおいても J 高台よ

りも K 高台の方が高い割合を示しており、コミュニティ活

動と同様に交流関係においてもやはり K 高台の方が活発で

あることが明らかとなった。

　3）同じくアンケート調査の結果より、J,K 高台の住民の

コミュニティ活動への参加状況を検討したところ、K 高台

図 12　支援員は必要だと思うか
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では「地区公民館」と「集会所」が住民の日常的に集まる

場となっており、そこで自治会活動や地域行事を行ってい

た。一方、J 高台には公民館も集会所も設置されていない

ために、自治会活動も地域行事も行われていない。一部の

住民が近隣の M 地区の公民館を訪れ、M 地区の地域行事に

参加する場合もみられたが、それはあくまで M 地区のコミ

ュニティ活動にとどまる。

　4）集団移転先の高台での生活に対して、K 高台では高齢

者も含めてすべての人が肯定的な評価を与えたのに対し、

J 高台においては生活への満足度はかなり低く、とりわけ

高齢者から住民間の交流の場が少ないことや日常的に頼れ

る人がいないことなど交流関係に関する不安や不満が多く

聞かれた。

　5）K 高台の高齢者は高齢者サポート拠点や支援員制度の

必要性をそれほど感じていないが、J 高台の高齢者にとっ

ては高齢者サポート拠点と支援員制度は高台移転後も必要

とされていることが明らかとなった。

　冒頭で述べたように、防災集団移転地については被災集

落の住民がある程度まとまって移転することを前提として

いるため高齢者の孤立化という問題が注目されることはあ

まり多くない。しかしながら、本研究で明らかにしたよう

に、仮設住宅から防災集団移転地へと至る移転プロセスに

おいては用地取得や移転の計画策定、合意形成という点で

大きな違いが見られた。そうした違いは移転後のコミュニ

ティの維持・形成状況に大きく影響し、必ずしも集落とし

ての一体性やコミュニティのまとまりを持たない防災手段

移転地もみられる場合があり、そこでは仮設住宅や災害公

営住宅と同様に、高齢者の孤立化の危険が生じる。そのた

め、防災集団移転地においても、高齢者サポート拠点や支

援員制度など仮設住宅時代の高齢者支援の社会的資源を有

効に活用して、積極的な高齢者支援を行うことが必要にな

ると考えられる。その際、高齢者サポート拠点の立地場所

や支援員のサービス範囲などを防災集団移転地の高齢者に

も利用しやすいように柔軟に対応させていくことも求めら

れる。
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注釈

注 1）復興庁『復興の現状』2018 年 6 月 8 日 .

http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-1/20180608_

genjou.pdf（最終閲覧日：2018 年 6 月 30 日）

注 2）2018 年 3 月 4 日付「Yomiuri Online」より。

https://www.yomiuri.co.jp/feature/TO000305/20180303-OYT1T50125.html

（最終閲覧日：2018 年 6 月 30 日）

注 3）根拠法令である「防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特

別措置等に関する法律」（1972 年法律第 132 号）によれば、最低 10 戸以上の

移転を行う場合が対象となるが、東日本大震災の被災地に関しては特例とし

て 5戸以上に緩和された。

注 4）この制度は北上市の支援のもとで 2011 年 9 月に開始され、大船渡市内

の 37 の仮設住宅団地に対して最大 81 名の支援員が配置された。北上市の支

援が終了した後も、2014 年度からは国の復興支援員制度を活用した大船渡市

直営の事業として運営されている。

注 5）高齢者サポート拠点は 2011 年 4 月 19 日付けの厚生労働省の通達「応急

仮設住宅地域における高齢者等のサポート拠点等の設置について」によって

都道府県に設置が求められたもので、仮設住宅内の要介護高齢者や障がい者

等の日常生活を支援するため総合相談やデイサービス、訪問サービス、生活

支援サービス等を包括的に提供する施設である。

注 6）聞き取り調査の項目は以下の通りである。世帯数、入居開始時期、入居

者の出身地区、元の地区住民の割合、公民館の有無と利用状況、自治会の有

無および発足の経緯、入居者同士の交流の状況、高齢者サポート拠点の利用

の有無。

注 7）敬老会は各地区の公民館や福祉施設の主催で行われるが、大船渡市から

の補助金もあり、自治会員であるか否かにかかわらず、地区内に居住するす

べての高齢者に声をかけることが慣例となっている。
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